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1０　はじめに
2011 年は中国にとって共産党結党 90 周年であるとともに、辛亥革命 100
周年という「愛国」の節目の年だった。






































も予想外の事態であったに違いない。「アラブの春」は、まず 2011 年 1 月チュ
ニジアでインターネットの SNS フェイスブックを通じて広がった反体制運動
























制運動はリビアにも波及、内戦の末、半年後の 2011 年 10 月には 40 年に及んだ
カダフィ政権を崩壊させた。「アラブの春」はシリア、イエメンにも波及する勢
いだ。












さらに 2011 年 4 月 20 日『中日新聞』によると 5、4 月 3 日北京オリンピック
のメーン会場「鳥の巣」の設計に携わった芸術家艾未未氏が身柄を拘束され
た。同氏は人権活動家としても知られ、四川地震の校舎倒壊の実態調査を行っ



















発表では 8 月の鉄道利用者数は約 1 億 7800 万人で、7 月より 700 万人減った 6。
この高速鉄道線と同じメーカーの信号設備を使う上海の地下鉄で、９月 27
日に追突事故があり 7、271 人が負傷した。上海の地下鉄では 2009 年 2 月から




2008 年 8 月、北京オリンピックをひかえて、胡錦涛国家主席は再三にわたっ
てオリンピックの開催は「中華民族百年の夢」であり「中華民族の復興」の証
であると述べた。翌 2009 年は共産党が北京で中華人民共和国成立を宣言して






















































ているという。2011 年 7 月に広東省の有力誌『南風窓』が台湾政治大学歴史
学部の唐啓華教授のインタビューを掲載した。唐教授は、中国では 1915 年 5






革命支援を求めたことは知られている 19 が、この他にも 21 ヶ条要求に酷似し
た内容を日本の民間人と「中日盟約」とし、外務省に示した文書があるとい
う。この唐教授の孫文評価を掲載したことは、共産党の歴史観に逆らうとして













































































































































































10 月 10 日『毎日新聞』の成沢健一・工藤哲の報告によると、胡錦涛国家主

























道路などインフラ整備は、居住権の侵害をもたらすだけでなく、2010 年 7 月
に浙江省温州市で起き 40 名が犠牲になった高速鉄道事故、9 月に上海で起き
た地下鉄追突事故では開発主義の人命軽視が問題となったように生命・身体の
安全という人権を侵害しているのである。

































ネット管理を行っており、1998 年に立ち上げたいわゆる Great Fire Wall（中国
名“金盾工程”）によって、海外と繋がる三本の光ケーブル上を行き交う信号
を利用し、さまざまな管理技術を使って、海外のアドレスやブログへのアク
セスを妨害している。特定 IP アドレスの信号への操作、URL のキーワードや
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ニュース、ブログのコンテンツの中から「禁制語」を探してブロックするな













2011 年 9 月 17 日、金融機関が集中するニューヨークのウォール街に、経済
格差や高い失業率に異議を唱える若者たちが「ウォール街を占拠せよ」を合い
言葉にデモを行ったのが発端となり毎日 500 人前後が集まるようになった。潮







メディアで「フェイスブック」の「ウォール街を占拠せよ Occupy Wall Street」






ローガンだ。同 10 月 5 日『朝日新聞』は、背景には広がる貧富の格差がある
とする。2011 年には前年より 260 万人貧困層（年間所得 22,314 ドル［171 万
円］以下）が増え、全米の貧困層は 4618 万人になり、全人口に占める割合は
15.1％にのぼる。2010 年の平均世帯収入は 2007 年にたいして全体で 6.4% の
落ち込みだったが、世帯主が 15 歳から 24 歳の場合は 15.3％となり、貧困化は
若年層を襲っている。オバマ政権は、富裕層への増税を財源とする景気対策と
雇用創出の法案を議会に提案している。






の報酬を受け取る。いま米国では上位 1％の富裕層が、所得全体の 4 分の 1 を
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インターネットで呼び掛けがあった 10 月 15 日の世界同時行動でも、中国だ
けはデモが起きなかったのは、当局の封じ込めがあったためであることが分か






















同調査によれば、2006 年 3 月末の時点で、個人資産（香港、マカオ、海
外は除く）が五千元（1 元＝約 13.5 円）を超える者は 27,301 人いた。一
億元以上は、3,220 人おり、そのうち 2,932 人が高級幹部の子女で 91％を




を出したあとのいきさつを次のように述べている。2009 年 8 月 5 日の中国共
産党機関誌人民日報のサイト「人民網」が、「最近“高級幹部子弟が富豪の













2011 年 7 月 1 日の中国共産党創立 90 周年を控え、『朝日新聞』は 2011 年 6
月 26 日に「中国覆う“不公平感”―共産党 90 年 暴動続発 火種は格差・腐敗」
という異例とも言える記事を掲載した。これは中国各地で抗議デモや暴動が相






動産開発業者に売りに出す。一般に農民への補償は販売額の 7 ～ 8％、30 ～
40％が開発業者、残りが各級政府の取り分となる 44。
上掲『朝日新聞』によると、2011 年 6 月 9 日朝、中国湖北省利川で数千人
の住民が市庁舎に押し寄せ、特殊警察部隊と衝突する事件が起きた。住民の立





















6 月 1 日～ 7 日 広東省潮州
　　 賃金不払いに絡むトラブルから数千人の出稼ぎ労働者が抗議、警察や
地元住民と衝突。
6 月 7 日 湖北省利川
　　 立ち退き農民ら数千人の抗議デモ。党は市幹部を停職処分にし取り調
べするなど素早い対応を余儀なくなされた。
6 月 10 日～ 12 日 広東省広州
　　出稼ぎ労働者ら数千人が暴動。














する姿勢を見せてはいる。9 月 27 日『中日新聞』は、新華社電によって、中
国政府は強制的な土地・建物の収用にからみ地方政府の違法行為で死傷者が出
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相次ぐ騒乱を抑えようと、中国政府は 2011 年には治安維持を目的とした公

























































の行動が周辺諸国の強い警戒心を生み出し、このために 2011 年 10 月にバリで
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義師を唱率シ、胡虜ヲ殄除セントス」とある。











































29  温家宝「政府活動報告 2008.3.19」『人民網日本語版』2008 年 3 月 19 日
30  「“台湾統一”機運狙う―辛亥革命 100 年（上）」『中日新聞』2011 年 10 月 9 日
31  「“台湾統一”機運狙う―辛亥革命 100 年（上）」『中日新聞』2011 年 10 月 9 日
32  「厳戒“辛亥革命 100 年”―中国“新たな革命”恐れ」『毎日新聞』2011 年 10 月 10
日
33  「エジプト革命の衝撃派」『中日新聞』2011 年 2 月 15 日
34  Josefina Licitra「中国のネット検閲システム」『Courier Japon 2008.5』講談社、2008
35  福島香織「中国のインターネット統制とそのかいくぐり方」『中国ネット最前線 「情
報統制」と「民主化」』蒼蒼社、2011
36  「ウォール街で“格差 NO”、フェイスブックで拡大」『朝日新聞』2011 年 10 月 5 日
37  「NY デモ拡大 74 人拘束」『中日新聞』2011 年 10 月 17 日
38  「欧州ドミノ防げるか G20 封じ込め全力」『朝日新聞』2011 年 10 月 12 日
39  「世界失速」『週刊ダイヤモンド』2011 年 10 月 1 日
40  「中国人事の季節」『朝日新聞』2011 年 10 月 20 日
41  楊逸「もの言えぬ祖国」『文芸春秋』2011 年 2 月号
42  興梠一郎『中国 巨大国家の底流』文芸春秋、2009、p.248-252
43  小島麗逸「党・政府の地主化と官僚金融資本主義の確立」河清漣『中国高度成長の構
造分析　中国モデルの効用と限界』勉誠出版、2010、p.242
44  土地収用のしくみについては、河清漣論文とその解説である小島上掲論文 p.227-232
参照。中国型資本主義については、小島麗逸「解説 構造矛盾の存在」河清漣『中国
高度成長の構造分析 中国モデルの効用と限界』（勉誠出版、2010）を参照。
45  「中国秘密拘束合法化画策か 人権派弁護士反発」『中日新聞』2011 年 9 月 18 日
46  「中国青海省チベット族学生らデモ、数千人規模、中国語強制に反発」『中日新聞』
2010 年 10 月 23 日
47  「米中アジア争奪戦、米国南シナ海で多数派形成」『朝日新聞』2010 年 11 月 20 日
48  「アジア太平洋最重点、米大統領演説、TPP、安保を推進」『中日新聞』2011 年 11 月17 日
中国の人権問題をめぐって（続）― 報道に見る 2011 年
29
49  楊中美著、趙宏偉監修『胡錦濤 21 世紀中国の支配者』NHK 出版、2003
50  楊中美『2013 年、中国で軍事クーデターが起こる』ビジネス社、2010
